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本講座の流れ

1. 学校保健・学校安全の必要性
2. 学校保健について

・学校保健の目的
・学校保健の構造・学校保健計画
・保健教育
・保健管理（健康診断、健康観察、健康相談、救急処置

など対人管理と学校環境衛生等の対物管理）
３．新型コロナウイルス感染症への対応について

・疾病管理としての対応
４．学校安全と危機管理について

・学校安全の意義と目的、法的根拠
・学校安全の構造と領域
・安全教育・安全管理・組織活動
・学校危機管理について



４．学校安全と危機管理について



学校安全の意義と目的

①意義

•ⅰ：発生の防止、被害の

最小化

•ⅱ：安全を基盤とした教

育活動の充実

•ⅲ：子供たちの安全に関

する資質・能力の育成

②目的

•「児童生徒等が、自他の

生命尊重を基盤として、

自ら安全に行動し、他の

人や社会の安全に貢献で

きる資質や能力を育成す

ると共に、児童生徒等の

安全を確保するための環

境を整えること」



学校安全の法的根拠

• 26条：学校設置者の責務

• 27条：学校安全計画の策定

• 28条：問題があった場合、校長は遅滞なく改善を図るための

必要な措置を講じること

• 29条：危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）

• 30条：保護者、地域との連携

【学校保健安全法】

• 16条：災害共済給付及び免責の特約

• 17、18条：共済掛金

【独立行政法人日本スポーツ振興センター法】



学校安全の構造

学校安全

安全教育

組織活動

安全管理

対人管理

対物管理



学校安全の領域の内容

生活安全

• 日常生活での事件

事故災害

• スマートフォンや

SNSの普及に伴う

インターネットの

利用による犯罪被

害の防止と適切な

利用の仕方

交通安全

•交通事故

災害安全

•火災、自然災

害（地震、津

波、火山、風

水害）

•原子力災害



安全教育の内容と育成する資質・能力

取り扱う内容

自他の生命尊重を

基本とする

児童生徒の安全な行

動に必要な態度や能

力を育てるもの

育成する資質・能力

•様々な自然災害や事件・事故等の危険性、

安全で安心な社会づくりの意義を理解し、

安全な生活を実現するために必要な知識や

技能を身に付けていること。

【知識・技能】

•自らの安全の状況を適切に評価するとともに、必要な情

報を収取し、安全な生活を実現するために何が必要かを

考え、適切に意思決定し、行動するために必要な力を身

につけていること。

【思考力・判断

力・表現力】

•安全に関する様々な課題に関心を持ち、主

体的に自他の安全な生活を実現しようとし

たり、安全で安心な社会づくりに貢献しよ

うとしたりする態度を身につけていること。

【学びに向かう

力・人間性】

安全教育⇒学校の教育活動全体で実施 カリキュラム・マネジメントの確立



安全教育の内容

①防災教育

•【避難訓練】

•地震に対する訓練（いつ

起こるかわからない設定、

昼休みに起こる設定、校

庭が地割れで使用できな

い設定）

•火災訓練（理科室・家庭

科室）

•不審者対応訓練

•津波に対する訓練

•児童生徒引き渡し訓練

等

②防犯教育

•【けがの防止】

•【防犯教育】

•ロールプレイ

•安全マップ作り

•【セーフティ教室】

③交通安全教育

•【体育科・保健体育科の

授業】

•【交通安全教室】

•交通ルール、マナー

•交通事故の危険予測・回

避

•【自動車との接触事故に

ついて】

•加害者となる場合の事故

•自転車の事故について



安全管理：安全点検の種類及び実施回数

安全点検の種類 時期 対象

定期の安全点検 毎学期1回以上
（学校保健安全法施行規則28条の1）

児童生徒等が使用する
施設整備及び防火に関
する設備など

毎月1回 運動場、教室、特別教
室、廊下、昇降口、階
段、便所、手洗い場、
その他

臨時の安全点検 必要に応じて
・学校行事前後
・自然災害が予想されるとき
・近隣で犯罪が発生したとき
（学校保健安全法施行規則28条の2）

課題に応じて、点検項
目を設定する

日常の安全点検 施設設備の点検、危険物の除去を
日常的に実施する。
（学校保健安全法施行規則29条）

教育活動にかかわる
様々な場所や設備備品
等



学校安全：組織活動

校長

•学校経営の

中に学校安

全を位置付

け推進する。

安全主任

•学校安全計

画、危機管

理マニュア

ル策定

全職員

• 学校の施

設設備の

安全点検

教諭・養護教諭・

（学校三師）

• 安全教育

外部関係者

• 教職員へ

の研修協

力

【学校安全委員会（地域学校安全委員会）】

•地域に根差した学校安全活動の推進

•学校保健計画の立案



学校安全計画とは

学校安全計画の策定等（学校保健安全法第２７条）

• 学校においては、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学
校の施設及び設備の安全点検、児童生徒等に対する通学を含め
た学校生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員
の研修その他学校における安全に関する事項について計画を策
定し、これを実施しなければならない。

学校安全計画…学校において必要とされる安全に関する具体的な
実施計画



学
校
安
全
計
画
の
例

（
小
学
校
）

【留意点】
 安全教育と安全管理の内容を統合して、年間を見通した計画を立案する。
 実態を踏まえて作成する。

学校安全計画（例）



• 事件事故の発生を未

然に防ぐ

リスクマネジメント

• 発生時に被害を最小

限に食い止めること

クライシスマネジメント

•施設設備の充実

ハード面

•危機管理体制づくり

•教育

ソフト面

学校危機管理の考え方とすすめ方

学校危機管理について



危機管理マニュアルの作成

【ポイント】

各学校の実情に応じて想定される危険を明
確にし、発生時にどう対処し、いかに児童
生徒等の生命や身体を守るかについて検討

事前・発生時・事後の3段階の危機管理を
想定してマニュアルを作成、安全管理と安
全教育の両面から取組む

全教職員の役割分担の明確化、共通理解

家庭・地域・関係機関と連携し、児童生徒
等の安全を確保する体制を整備する。協働
して危機管理マニュアルの作成や避難訓練
等を行う。

設置者は、必要な指導助言を行い、必要に
応じてサポートする。

学校防災マニュアル
（地震・津波災害）作
成の手引き（文部科学
省）
https://www.mext.go
.jp/a_menu/kenko/an
zen/__icsFiles/afieldfil
e/2018/12/04/13235
13_01.pdf



学校事故対応

「学校事故対応に関する指

針」による学校事故対応

• 重篤な事故発生時は速やか

に学校設置者へ報告

• 被害児童生徒の保護者には

速やかに正確な情報を伝え

る。

• できるだけ早く保護者説明

会を開催する。

学校の設置者が必要と判断し

たケース

• 速やかに基本調査を実施、3

日以内に聞き取り終了

• 専門家参画の調査委員会の

設置

• 詳細調査で、再発防止策を

検討



学校災害の責任と救済制度

（１）学校災害の責任

民事、刑事、行政上の責任

民事⇒民法または国家賠償法に基づく損害賠償責任

「注意義務違反」：結果予見義務違反、結果回避義務違反

（２）災害共済給付

日本スポーツ振興センターによる災害給付制度

災害の範囲災害報告書の作成⇒書類の作成からデータ入力へ

給付の申請：養護教諭

災害報告書のもととなる事故報告書の作成：担任等、その場の
責任者



引用・参考文献

• 学校防災マニュアル（地震・津波災害）作成の
手引き（文部科学省）
https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/__ics
Files/afieldfile/2018/12/04/1323513_01.pdf


